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金融機関本部での専門的判断業務を,知識工学手法によって自動化する試み

として,営業店の物件費･動産予算を査定するエキスパートシステムを開発し,

実用化した｡経験的に確立された査定基準に基づき,専門家が人手で処理して

いた判断業務のシステム化のために,査定対象品目の変化に伴う知識修正を容

易にすること,査定基準に含まれる不確かさに対処することなど,知識処理方

式の面で工夫を行った｡実際の予算審査業務で試行し,判定一致率が94～95%

に達すること,不一致の生じる可能性がある案件を識別できること,判断自動

化率が82～83%,及び判断の業務効率が3～5倍になることを確認して実運用

を開始した｡

n 緒 言

金融の自由化･国際化の進展に伴い,経営体質と営業力の

強化を懸案とする金融機関では,情報処理システムの新しい

開発思想として｢知識資源管理+の考え方が重要になってき

ている1)｡｢知識資源管理+とは,企業の中に有形･無形に存

在する知識･ノウハウを重要な経営資源としてとらえ,その

組織的な蓄積･体系化･流通･利用を図ろうとする考え方で

ある｡金融機関での具体的な展開方向としては,収益管理を

はじめとする本部情報システムの高度化や,総合金融情報サ

ービスに向けた相談業務のシステム化2ト4)などが重要とみられ

ている｡

予算査定エキスパートシステム5)は,株式会社第一勧業銀行

営業店での物件費･動産予算の査定判断業務をシステム化し

たものである｡この業務は,金融機関本部での判断業務の中

でも,業務専門家によって経験的に確立された基準に別して

処理されているものである｡システム化のねらいは,長年に

わたる業務の実践を通して獲得された｢知識資源+である査

定基準を,知識工学の手法によって知識ベースという形に具

体化し,判断業務の自動化に活用するとともに,査定基準知

識の蓄積･充実を促進することにある｡

本稿では,実用化を果たす上で知識の処理方式に閲し特に

工夫した点を中心に,予算査定エキスパートシステムについ

て紹介する｡

白 システムのねらい

2.1予算査定業務

株式会社第一勧業銀行では,営業店や本部各部門から申請

される物件費･動産の予算案件を,本部で一括して査定判断

している｡
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まず,申請元から提出される申請書は,本部経理部で仕訳･

集計され,物件の品目に応じた所定の関係部に配布される｡

各関係部では第一次査定を行い,結果を経理部に提出する｡

経理部はそれをもとに更に第二次査定を行う｡経理部と関係

部の問で見解に食い違いの生じた案件については,両者で協

議して合意をとる｡以上の過程を通して得られた最終結論は,

決裁を経たあと申請元に通知され,承認された案件の執行に

入る｡

従来,第一次･第二次の査定での判断業務は,経験的に確

立された査定基準に基づいて,経理部と各関係部の業務専門

家が人手によって処理していた｡

2.2 システムの目的

予算査定エキスパートシステムは,知識工学手法によって

査定基準を知識ベース化し,推論処理を適用して,査定判断

の自動化を目指すものである｡その目的は以下の二点である｡

(1)査定業務の省力化

全案件中のかなりの部分は,既に十分確立した査定基準に

従い判断を下せるものである｡これら案件の査定判断を完全

に自動化し,業務専門家の負担を軽減することによって査定

業務の省力化を果たす｡

(2)査定基準の確立支援

第一次･第二次査定以外に協議の必要性があることから分

かるように,査定基準には末確立な部分が残っている｡従来,

業務専門家間の合意事項として人づてに引き継がれるにすぎ

なかった査定基準の内容と確立範囲を,知識ベースとして有

形化･明確化することによって,経験に基づく基準確立を促

進する｡
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田 システムの特徴

3.1技術的課題

本システムでは,知識処理に閲し以下を課題とする｡

(1)査定対象品目の変化に対して,査定基準知識の拡張･保

守を容易とする｡

査定基準は物件の品目について一律ではなく,その品目の

性格に応じた違いがあるため,対象品目の新設･改廃によっ

て判断の論理そのものに変更が発生する｡

(2)主観的評価を含む判断プロセスを模擬しやすくする｡

申請書に含まれる判断情報には,更新したい旧物件の使用

年数や保守費用などの客観情報以外に,申請理由欄に記され

た様々な特殊事情がある｡それら事情の重大度の評価判断を,

真か偽の二値論理で表現することには困難がある｡

(3)業務専門家の確認や補足判断を要する査定結果と,そう

でないものを識別する｡

(4)確認や補足判断が容易になるように,導かれた査定結果

に対する判断理由を,業務専門家にとって分かりやすい形で

示す｡

あらゆる場合について審査基準が具体的に,かつ詳細に確

立されているわけではなく,査定基準知識の中にも業務専門

(個別判定:事務機械頬:基準使用年数未満:保守料基準なし:重大特殊事情あり

トf

(申請案件 の

@■品目 が?品目 であり

@新規･更新区分 が 更新 である)

(?更新機 の @class が 更新機 であり

@･通番 を ?通番 とL

@任用年数の値 が determined であり

@使用年数 が?基準使用年数 より小さく

@特殊事情 が あり であり

@･未知タイプ特殊事情 が なし であり

@更新の値 が]ndetermlned である)

(?品目 の

垣種別区分 が 事務機械類 であり

)

(?更新機特殊事情評価 の @dass が 更新磯特殊事情評価 であり

then

?更新機ass叫更新･可))
?更新機 asslgnほ新の胤]na]thorizedly-determlned))-(′‾l
?更新機 更新判定理由追加(■`基準使用年数未達成だが))
?更新機 更新判定理由追加(-`重大特殊事情あり:”))

?更新機 更新判定理由追加(?最重大事情内容)))
十甘

図l 査定基準ルールの例 査定基準のうち案件の条件と判断結果

を結び付ける規則知識を,ルールで表現する｡
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家からみて,その基準をもとに導かれた結果が無条件に認め

られるものと,そうでないものとがある｡無条件に認められ

ない知識が関与した場合,最終結果が誤ったものとなるおそ

れがあり,業務専門家の確認や補足判断が必要になる｡

3.2 知識処理方式

知識の表現形式としてルールとフレームを採用した｡案件

に対する条件と,判断結果を結び付ける規則知識をルールで

表し(図1),品目や営業店などに関する事実知識や,判断の

中間･最終結果などの作業記憶をフレームで表した｡

前項の課題(1)にこたえるため,以下の方法をとった｡査定

基準は品目ごとにそれぞれ異なるが,使用年数や保守費用な

ど,着目すべき品目の属性には共通するものが数多くある｡

新しい品目であっても,査定基準で着目する属性は既存のも

のの組合せか,少数の追加で済む場合がほとんどである｡そ

こで,着目すべき属性によって対象品目を分類し,その関係

をフレームのクラス階層で表現した(図2)｡フレーム属性の

多重継承機能を利用して,品目の追加･変更に伴う知識修正

の手間を軽減できるようにした｡

特殊事情の評価に関するルールについては,確信度計算に

類似の推論方式を適用した｡業務専門家の実感に沿うよう知

識を調整できるようにして,課題(2)にこたえた｡

課題(3)への対処としては,以下の方法をとった(図3)｡推

論の過程で求まる様々な判断の中間結果を表す値に,必要に

応じ認証モードと呼ぶ情報を持たせた｡これは,対応する値

の決定で,業務専門家によってまだ認証されていない査定基

準知識の影響があったかどうかを識別するための情報である｡

認証された査定基準知識とは,正当と認められる判定結果を

常に与えるものを言い,認証されていない査定基準知識とは,

正当と認められない判定結果を与えるおそれのあるものを言

クラスフレーム

品目

品目:事務機械類

品目:事務機械頬

:保守料基準あり

品目:事務機械類

英文タイプライタ 透写式複写鞍

品目:事務機械頬

品目:事務機械類

晶日:事務枚械猿

インスタンスフレーム

図2 品目フレームの階層表現 査定時に着目する属性によって対

象品目を分類L,フレームのクラス階層で表現する｡
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図3 認証モードによる推論方式の概要 判断の中間結果に認証

モードという情報を付与L,推論経路に沿って伝搬させる｡これによっ

て,最終結果に対し,認証されていない査定基準知識の影響があったか

どうかを識別できるようになる｡

う｡認証されていない知識の影響があった場合,対応する値

が妥当かどうかは業務専門家の確認を要することになる｡認

証モードは,値の決定に使用された査定基準知識の性質と,

その知識が参照した前段の推論結果の認証モードから決定さ
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れ,その決定方法は各ルールごとに個別に記述する(図1の

①)｡ルールの推論経路に沿って認証モード情報を伝搬させる

ことによって,最終結果の妥当性が判定できるようになる｡

認証モードの伝搬の様子を,図4に示す推論の概略フロ】

(実際のものを簡略化してある)に従って説明する｡査定基準

に対応するルールは,まず前段で個々の物件を個別に判定す

るルール群と,後段で他物件との関係を考慮して総合的に判

定するルール群に分かれる｡個別判定ルール群中のルール群

RGlは物件個別の客観情報に関する条件から,二とおりの中

間結果を導いている｡``A-OK''というラベルの中間結果は,

認証されていない査定基準知識の影響を受けないで｢承認+

と結論されたものを,また,"A-NG”というラベルの中間結

果は,同じく｢不承認+と結論されたものを示している｡一一

方,ルール群RG2は,客観情報だけでは条件が不足なため､

特殊事情評価ルナル群RG3による特殊事情の評価結果と合わ

せて,"U-OK''又は"U-NG''という中間結果を導く｡``リー

OK”というラベルの中間結果は,認証されていない査定基準

知識の影響のもとに｢承認+と結論されたものを,また,"U-

NG†'というラベルの中間結果は,同じ〈｢不承認+と結論さ

れたものを示している｡総合判定ルール群中のルール群RG4,

RG5,RG6は,これらの中間結果をもとに,物件総合に関

する情報を考慮して最終結果を導く｡ルール群RG2の中間結

果である``リーOK''が,ルール群RG5の最終結果としては`-A-

NG”に変化する場合がある点に特に注目する｡推論の経過に

伴って,"OK”,"NG”だけでなく,"A-～'',"U-～''までが

反転することから,認証モード情報を伝搬させる意義が理解

できる｡

同様に,課題(4)にこたえるため,推論から導かれる値につ

いて,必要に応じその値の決定理由の説明文を持たせ,推論

経路に沿って伝搬させた｡ルールのif部で,前段の中間結果の

説明文や関連データなどを参照し,then部で理由説明文を合

成して,決定しようとする値に付与する個1の②)｡これに
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他物件の判定結果

総合判定結果

A-OK
----●■

∪-OK
･---- I

〕-NG
･･-･--

-●-
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図4 推論の概略フロー 推論に関与Lた査定基準知識の性質によって,推論経路に治って伝搬する認証モードが変化する｡
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より,最終結果に至った根拠が業務専門家にとってより適切

な形で示せるようになった｡

巴 システムの構成

本システムは,対象品目に応じて幾つかのサブシステムか

ら成り,これまでに事務機械類査定システムと,その他動産･

備品類査定システムが開発済みである｡両システムとも,エ

キスパートシステム構築支援ツールとしてES/KERNEL6),7)

(Expert System/KERNEL)を使用しており,それぞれワー

クステーション2050のスタンドアロンで稼動している｡

システムの機能は,以下のものから成る(図5)｡

(1)営業店データ入力機能

銀行本部の情報システムで管理している,事務量や人員数

などの営業店データを入力する｡

(2)案件データ入力機能

営業店から提出された申請書や付帯資料の記載内容である

案件データを入力する｡

(3)自動査定機能

ES/KERNELの推論実行機能を利用して,査定基準知識ペ

ース中の査定基準ルールを,案件データ,営業店データ,品
目データに適用し,査定結果データを求める｡査定結果デー

タには,判定結果(｢承認+,｢不承認+,その他),判定理由,

認証モード,予算集計データなどがある｡

(4)査定結果確認訂正機能

業務専門家が,システムによる査定結果を確認しながら,

必要に応じ判定結果を訂正する｡認証モード情報をもとに要

注意の案件が区別して示されるので,確認や補足判断すべき

案件を限定することができる｡また,確認や補足判断の際,

案件データなどとともに判定理由が示されるので,システム

がどのような査定基準からその判定結果に至ったかが分かり

営業店情報

申請書鞍

業務専門家

只
査定結果帳票

やすくなっている｡

(5)査定結果帳票作成機能

査定結果データを,案件データなどとともに,帳票形式で

印刷出力する｡査定結果確認訂正機能によって業務専門家の

訂正があった場合,その旨を示す注が入る｡

(6)品目データ保守機能

査定基準知識のうち品目に関する様々な基準値パラメータ

を修正する｡

(7)知識ベース保守機能

ES/KERNELの知識ベース保守機能によって,査定基準知

識を表現したルール,フレームを修正する｡

知識ベースの規模としては,事務機械類査定システム(昭和

62年2月試行時点)のルール数が約200,フレーム数が約450で

ある｡物件の品目については,3.2節で述べたように,約20の

品目を分類して,六つのクラスフレームで表現している｡ま

た,その他動産･備品査定システム(昭和62年9月試行時点)

のルール数は約2,000,フレーム数は約600であり,約160ある

品目を50のクラスフレームで表現している｡

見 通用状況

事務機械類査定システムとその他動産･備品類査定システ

ムは,開発終了後それぞれ昭和62年度上期と下期の予算査定

で試行運用を行った｡申請のあった案件の数は,物件数ベー

スで前者が約200,後者が約1,300あった｡これら案件につい

て,従来どおり業務専門家が人手で査定した結果と,別途シ

ステムで査定した結果を比較した｡

(1)判定結果の一致率は,事務機械顆査定システムが94%,

その他動産･備品類査定システムが95%であった｡

(2)業務専門家の確認や補足判断が必要な案件を識別できる

ことを確認した｡判定結果の不一致を生じた案件は,システ

営業店データ

入力機能

案件データ

入力機能

査定結果

確認訂正機能

査定結果

帳票作成機能

自動査定機能

+___

営業店

データ

案件

データ

査定結果

データ

品目

データ

品目データ

保守機能

査定基準知識ベース

口重亘亘亘≡王コ
[二亘亘:三:≡:::互コ
[亘互≡コ

ES/KERNEL

‾‾‾‾‾‾‾｢

知識ベース

保守機能

=二_____________+

品目情報

査定知識

注:略語説明 ES/KERNEL(ExpertSystem/KERN巨+)

図5 予算査定エキスパートシステムの構成 知識ベース中の査定基準ルールを,案件データ,営業店データ,品目データに適用L,査定結

果データを求める｡査定結果データは,必要に応じ業務専門家の確認･補足判断を経たあと帳票出力される｡
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ムが認証モード情報をもとに指定した要注意案件にほぼ含ま

れていた｡例外は,政策的な理由から基準と異なる判断を下

したものであった｡この場合の判断の違いは外発的に生じる

ものであるため,自動査定後の結果訂正で対処できることが

分かった｡

(3)査定判断の自動化率は,事務機械類査定システムが

83%,その他動産･備品類査定システムが82%であった｡自

動化率とは,認証モード情報をもとに,業務専門家の確認や

補足判断が不要であると指定された案件の割合である｡

(4)業務専門家が判断業務に要する時間は,事務機械類の査

定で,従来の2～3日から約半日に,また,その他動産･備

品類の査定で,従来の約1週間から2～3日に短縮できた｡

(5)判定結果が要注意と指定された場合も,判定理由の説明

文から業務専門家自身で容易にその原因を理解できることを

確認した｡

以上の試行運用結果から,システムが実用に耐えられると

いう評価を下すことができた｡事務機械類査定システムは,

昭和62年度下期分から,また,その他動産･備品類査定シス

テムは,昭和63年度上期分から実運用を始めている｡

艮 結 言

金融機関本部での専門的判断業務の自動化への試みとして,

予算査定エキスパートシステムを開発し,実用化を果たした｡

経験的に確立された査定基準に基づいて,専門家が人手で処

理していた判断業務のシステム化のために,査定対象品目の

変化に伴う知識修正の容易化,査定基準に含まれる不確かさ

への対処など,知識処理方式の面で工夫を行った｡特に,未

確立な基準の混在に由来する知識の不確かさに対しては,誤

った判断を導くおそれのある基準知識が影響を及ぼす推論範

囲を追跡し,限定する方式を考案した｡これによ-),真に業

務専門家の判断を仰ぐべき要注意案件を識別し,残-)の案件

について自動査定結果の信頼性を保証できるようにしたこと

は,システムの実用化を達成する上で大きな意義があった｡

今回のシステム開発がもたらした最も重要な成果は,従来,

専門家が業務知識として個人的に所有していた査定基準を,

組織で共有できる｢知識資源+として知識ベースという形に
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具体化したことである｡また一方で,この開発を通し,現状

の知識には基準として十分確立していないものが含まれてお

り,今後も基準の蓄積･充実を進める必要があること,更に,

予算査定の業務の対象が狭く限定された世界でないため,そ

の基準確立の作業が永続的に行われるべきものであることも

明らかになった｡要注意案件を識別する上記推論方式は,案

件の具体事例に即して知識の不備の所在を示し,査定基準の

蓄積･充実のための作業に指針を与えるという点でも有効性

が認められた｡

今後も,ビジネスの現場での真の実用に耐えられる知識処

理応用システムの開発を通して,｢知識資源管理+の具体化を

推進していく考えである｡
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